
科目名称： 工学倫理
モジュール名称： ７　倫理リテラシーを高めるために(3)
講義教材ティーチング・ノート

対象とする学習参加者：

企業その他の組織において、技術経営に関して意志決定をする立場にある者、また、技術経営に関する制度の設計を行う立場にある者。開発技術および生産技術に携わる者。企業倫理や企業の社会的責任に関係する部署に属する者。

参加対象者詳細具体例
(1) トップマネジメント及びその候補者

(2) 技術系の部門のトップおよびその候補者
(3) 組織設計部門（企画部など）のスタッフ
(4) 開発および生産に携わる技術者
(5) エシックスオフィス等のスタッフ
学習目標：

-科学・技術との関係で、市民には「よく知らされたうえでの同意（インフォームド・コンセント）」をするために知る権利があり、これに対して技術者には説明責任（アカウンタビリティ）があることを学ぶ。

-技術者が市民に信頼されるには、技術者が倫理的行動をとるだけでなく、専門的な情報を開示（ディスクロージャ）することが必要であることを学ぶ。

-消費者・市民と技術者の責任範囲を規定した法律である製造物責任法についての理解を深めて、工学倫理の理解に役立てる。

ティーチングノート：

ページ１ サブタイトル：専門家と素人
ノート：科学・技術が生活の隅々まで影響を及ぼすようになって、我々の身の回りの製品についてもよく分からないことが増えてきた。どんな技術や製品にも何らかのリスクが伴っている。そのリスクを回避し身の安全を守ることができるようにするには、専門家に任しておけばよいのだろうか。このモジュールでは、専門家と素人との関わりから、倫理的課題を検討していく。
　古代ギリシャの医師ヒポクラテスは医師としての心得を説いている。「ヒポクラテスの誓い」では、医師の任務は、患者に自分が最善と信ずる医療を献身的に施すことであると教えられている。
「わたしの能力と判断力の限りを尽くして医療を施します。これは患者の福祉のためにするものであり、加害と不正のためにしないようにつつしみます。致死薬は、誰に頼まれても、けっして投与しません。またそのような助言も行いません。同様に、婦人に堕胎用器具を与えません。純潔に敬虔にわたしの生涯を送り、わたしの術を施します。」
最近では、「ヒポクラテスの誓い」は批判の対象になっている。専門家と素人との関わりの観点から、この誓いに欠けている視点はないだろうかと考えてみよう。ここでは、医師は専門家だから、素人である患者は医師に任せておけばよいのだという態度が見え隠れしていないだろうか。患者に説明をしないで治療を行う医師の姿が浮かんでこないだろうか。医者にかかった時に、治療法のことについて、あれこれ質問したりすると「患者は黙って医師の言うことを聞いていればいい！」と叱られた経験を持つ人は多いのではないだろうか。
ページ２ サブタイトル：パターナリズム（paternalism)
ノート：パターナリズムは「父権主義」、「父権的干渉主義」、「父親的温情主義」と訳されている。本人の意志に関わりなく、 本人の利益のために 、本人に代わって意思決定をすることであり、父親の子どもに対する保護と干渉と統制関係のうちに認められる支配パターンである。

医療の現場において見られるパターナリズムは、患者の最善の利益の決定の権利と責任は医師側にあり、医師は自己の専門的判断を行なうべきで、患者はすべて医師に委ねればよいという考え方を指す。いわば、医師は患者の父親もしくは指導者であり、患者はその子供であるというような医師と患者間の支配関係を指す言葉であり、「医療父権主義」「医療パターナリズム」と呼ばれる。パターナリズムは、古くから医療の現場において長い間実践されてきたが、近年の「患者の権利」意識の高まりとともに、否定され、無くなりつつある。「ヒポクラテスの誓い」にみられるような医師の態度は「医師のヒポクラテス流パターナリズム」として問題にされ、現在では、医師と患者を対等な関係とみなすのが、一般的になってきた。
ページ３ サブタイトル：インフォームド・コンセント
ノート：医療における臨床試験及び治験でのインフォームド・コンセントとは、治験担当医師あるいは、治験コーディネーターが、治験への参加を希望する患者に対して治験の内容を説明文書を用いて詳しく説明し、十分な情報を与え、そのメリットとリスクを十分に理解し、納得して頂いた上で、 自由意志による治験参加の同意を文書で得ることをいう。「説明と同意」と訳されているように、ここで大事なのは、１）「十分」に説明し、２）「十分」に理解して頂いた上で、３）「自由意志」で、治験参加への同意をえることである。これらのどれか１つでも欠けてはいけない。人間を被験者とする医療行為の利点と欠点、期待される効果と起こりうる危険性を、医師は患者に説明し、患者は自由に同意できなければならない。したがって、「よく知らされたうえでの同意」といえよう。
医療の現場におけるパターナリズムからインフォームド・コンセントへの転換は、技術者倫理においても重要になってくる。人間を被験者とする点では、技術者と市民（顧客）の間でもインフォームド・コンセントは根本原理となるはずである。
ページ４ サブタイトル：医療と技術との相違
ノート：技術者倫理も、医療分野におけるインフォームド・コンセントと同様に、専門家の説明責任と情報公開という流れの中で、重要になってきます。しかし、医療と技術では少し様相が違ってきます。医者は患者と直接に対峙するのが一般的であるが、技術者は自分が設計したり製作した製品の利用者と直接的な関係を持つことはほとんどない。そのため、医師の場合とはことなる、技術者に」特有なパターナリズムが生じる可能性がある。技術者には、予見可能な誤用に対して、技術の安全を確保することは求められるが、起こりうる誤用全てを防ごうとするのはパターナリズムになりかねない。重要で有益な行動をも妨げることになりかねないからである。極端な例をあげるなら、怪我をする可能性があるとして、ナイフの販売を社会が完全に禁止することににもなってしまうだろう。　
ページ５ サブタイトル：説明責任(アカウンタビリティ） 
ノート：アカウンタビリティは、ある組織において権限のある者が自分のしたこと、あるいはすることを怠ったことが招いた結果について合理的な説明を行う責務を意味する。個人の資質・モラルに関わる概念であるレスポンシビリティ（「責任」）に対して、アカウンタビリティは、システム・仕組み・組織などに関わる概念である点が異なる。
近年、日本企業の不祥事が明るみに出るたびに、その企業におけるコーポレートガバナンス、アカウンタビリティの欠如がマスコミ等によって指摘され、アカウンタビリティが確立されていない企業は社会から厳しい評価を受けるようになっており、このような背景の下、我が国の企業経営においても重要視されてきている。
会社組織が健全性を維持するためには、その構成員たる経営者・管理者・担当者等は自らの責任を果たすだけでなく、自らの活動に関してアカウンタビリティを遂行することが企業経営において求められる。すなわち、経営者が適正な財務諸表の開示、有効な内部統制システムの構築、監査の実施等により、株主等に対するアカウンタビリティを遂行するとともに、経営者から権限を委譲された管理者・担当者が、経営者に対するアカウンタビリティを遂行して経営の透明性を確保することが要求される。
科学・技術との関係において、市民は「よく知らされたうえでの同意」をするために、「知る権利（right-to-know)」を有している。これに対して、技術者は市民が納得するように「説明責任(accountability)」があり、それを果たすには「情報開示(disclosure)」が必要になる。

ページ６ サブタイトル：技術者の説明責任（１）
ノート：技術とその産物である製品に関する情報と知識はたいていの場合、特にその種の技術の使用と製品の生産に関わる専門的技術者によってほぼ独占的に所有されており、それ以外の社会の大多数の人々（つまり、その種の技術と製品に関する「素人」）には共有されていない。このような事態を、専門家と素人との間の「情報格差」と呼ぶことができる。この情報格差のゆえに、（少なくとも第一次的な）説明責任は必然的に、専門家である技術者のがわに帰属することになります。

　どんな技術や製品にも何らかのリスクが伴うので、技術者は、製品の使用者（消費者）や技術使用の影響を受ける人々が、それに伴うリスクを回避し身の安全を守ることができるようにする必要がある。そのために、人々に対して製品や技術に関する適切な説明を行うべきである。

ただし、説明責任を、技術や製品に伴うリスクから人々を守る責任としてだけ捉えたのでは、十分ではない。じっさいにはリスクが（ほとんど）存在しない場合でも、説明責任が生じる。なぜなら、人々が、現にその社会で使用されている技術や製品に対して、リスクがあるのではないか、という疑いや不安を抱いていることがあり、場合によっては、適切な説明がおこなわれなければ、このような不安がきわめて大きなものに増幅されることもあるからだ。このような場合には、たとえ現実にはリスクが存在しなくても、社会的不安の増幅を未然に防ぐ説明義務があるというべきであろう。
高度な専門的知識の場合、説明責任は、説明する者とされる者との間の信頼関係に支えられている。説明が受け入れられ、納得が得られる前提として、説明する専門家に対する信頼がある。説明責任とは、信頼関係を確認しながらの情報開示といえよう。説明が受入られるには、技術者が利用者に信頼されなければならない。そのためには、技術者は倫理的行動が求められる

ページ７ サブタイトル：製造物責任（Product Liability, PL)
ノート：製品の欠陥が原因で、生命や身体や物に被害が生じたとき、製品の製造者が被害者に対して負う損害賠償責任のことを製造物責任という。製品の欠陥によって生命、身体又は財産に損害を被ったことを証明した場合に、被害者は製造会社などに対して損害賠償を求めることができる法律として、日本では製造物責任法が1995年7月1日に施行された。
製造物責任法ができる前は、メーカーの製造物責任を問うには製品に欠陥があることだけでなく、その欠陥のある製品を製造し、売り出したことの過失も被害者側で証明しなければならなかった。これを被害者側で証明することは大変なことであった。しかし、１９６３年にアメリカで「製造物責任には過失の立証はいらない、欠陥のあったことだけでよい」という判決が出され、その後、アメリカの裁判の基準となった。以降、この基準はヨーロッパ各国の立法でも採用されていき、日本でも、この新しい基準を採用して、１９９４年６月に製造物責任法がつくられた。
具体的には、製造業者等が、自ら製造、加工、輸入又は一定の表示をし、引き渡した製造物の欠陥により他人の生命、身体又は財産を侵害したときは、過失の有無にかかわらず、これによって生じた損害を賠償する責任があることを定めている。また製造業者等の免責事由や期間の制限についても定めている。 

ページ８ サブタイトル：PL法導入前後における立証責任要件
ノート：①導入前　 民法７０９条　 故意または過失によって他人の権利を侵害した者は、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる

  原告つまり被害者は、被告つまり加害者に、「故意または過失があり、それが原因で損害をこうむった」ことを立証しなければならなかった。これでは、製造物に明らかな欠陥があっても、その欠陥が故意または過失によるものであることを立証できないかぎり、賠償請求することができなかった。消費者の立場はきわめて弱いものであった。
②導入後　　 PL法第３条　 製造業者等は、・・・製造物・・・の欠陥によって他人の生命、身体、または財産を侵害したときは、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる

製造者の過失でなく、結果で判断することになった。欠陥が原因で損害をこうむったことさえ立証できれば、損害賠償を請求できる。欠陥が故意や過失によるものかどうかは問われない。その意味で、「無過失責任」と呼ばれる。
〔製造物責任法（平成六年法律第八十五号）〕
（目的）

第一条 この法律は、製造物の欠陥により人の生命、身体又は財産に係る被害が生じた場合における製造業者等の損害賠償の責任について定めることにより、被害者の保護を図り、もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（定義）

第二条 この法律において「製造物」とは、製造又は加工された動産をいう。 

２ この法律において「欠陥」とは、当該製造物の特性、その通常予見される使用形態、その製造業者等が当該製造物を引き渡した時期その他の当該製造物に係る事情を考慮して、当該製造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいう。 

３ この法律において「製造業者等」とは、次のいずれかに該当する者をいう。 

一 当該製造物を業として製造、加工又は輸入した者（以下単に「製造業者」という。） 

二 自ら当該製造物の製造業者として当該製造物にその氏名、商号、商標その他の表示（以下「氏名等の表示」という。）をした者又は当該製造物にその製造業者と誤認させるような氏名等の表示をした者 三 前号に掲げる者のほか、当該製造物の製造、加工、輸入又は販売に係る形態その他の事情からみて、当該製造物にその実質的な製造業者と認めることができる氏名等の表示をした者

（製造物責任）

第三条 製造業者等は、その製造、加工、輸入又は前条第三項第二号若しくは第三号の氏名等の表示をした製造物であって、その引き渡したものの欠陥により他人の生命、身体又は財産を侵害したときは、これによって生じた損害を賠償する責めに任ずる。ただし、その損害が当該製造物についてのみ生じたときは、この限りでない。 

（免責事由）

第四条 前条の場合において、製造業者等は、次の各号に掲げる事項を証明したときは、同条に規定する賠償の責めに任じない。 

一 当該製造物をその製造業者等が引き渡した時における科学又は技術に関する知見によっては、当該製造物にその欠陥があることを認識することができなかったこと。 

二 当該製造物が他の製造物の部品又は原材料として使用された場合において、その欠陥が専ら当該他の製造物の製造業者が行った設計に関する指示に従ったことにより生じ、かつ、その欠陥が生じたことにつき過失がないこと。 

（期間の制限）

第五条 第三条に規定する損害賠償の請求権は、被害者又はその法定代理人が損害及び賠償義務者を知った時から三年間行わないときは、時効によって消滅する。その製造業者等が当該製造物を引き渡した時から十年を経過したときも、同様とする。

２ 前項後段の期間は、身体に蓄積した場合に人の健康を害することとなる物質による損害又は一定の潜伏期間が経過した後に症状が現れる損害については、その損害が生じた時から起算する。 

（民法の適用）

第六条 製造物の欠陥による製造業者等の損害賠償の責任については、この法律の規定によるほか、民法（明治二十九年法律第八十九号）の規定による。 
附 則（抄）
（施行期日等）

１ この法律は、公布の日から起算して一年を経過した日から施行し、この法律の施行後にその製造業者等が引き渡した製造物について適用する。 

ページ９ サブタイトル：製品の欠陥
ノート：製造物責任法において、「欠陥」は次のように規定されている。
第2条2項　　この法律において欠陥とは、当該製造物の特性、その通常予見される使用形態、その製造業者等が当該製造物を引き渡した時期その他の当該製造物に係わる事情を考慮して、当該製造物が通常有すべき安全性を欠いていることをいう
欠陥の有無の判断は、個々の製品や事案によって異なるものなので、それぞれのケースに応じて考慮される事情やその程度は異なり得る。例えば、製品によっては、表示や取扱説明書中に、設計や製造によって完全に除去できないような危険について、それによる事故を回避するための指示や警告が適切に示されているかどうかも考慮される。また、常識では考えられないような誤使用（異常な使用）によって事故が生じた場合には製品に欠陥は無かったと判断されることもある。この法律では，このような考慮事情として、共通性，重要性，両当事者に中立的な表現ということを念頭に，「製造物の特性」，「通常予見される使用形態」及び「製造業者等が当該製造物を引き渡した時期」の３つを例示している。また、欠陥を、アメリカ式に、①製造上の欠陥、②設計上の欠陥、③指示・警告上の欠陥に分類して検討することも有効であろう。
ページ10 サブタイトル：製造物責任法制定の影響 

ノート：製造物責任法ができたとき、メーカーの意識が変わった、訴訟が増えるといわれた。しかし、メーカーのクレーム隠しや食中毒事件など、本当にメーカーの意識が変わったのかと疑うような事件も起きている。一方、製造物責任法を適用し、被害者を勝訴させた判決も出てきてはいるが、まだ数件といった程度である。アメリカではPL訴訟件数が連邦裁判所に提訴されたものだけでも年間2万件にもおよび、しかも、その賠償金額は1件あたり数百万ドルに達するものもある。PL訴訟に耐えきれずに倒産した企業や、PL訴訟を恐れてヘルメットや軽飛行機、スポーツ用具などの製造を中止した企業も数多くある。
　製造物責任法制定による影響をまとめると、以下のようになる。
（１）事業者への影響
事業者の製造物責任法施行に対する取組みとして、設計・製造段階での安全性確保対策の充実や、警告表示の徹底、取扱説明書の充実化が図られた。

（２）消費者への影響

製造物責任法施行後の消費者意識については、７割以上の事業者が変化したと感じている。

（３）製造物責任法に基づく訴訟

　製造物責任法に基づいて提訴された訴訟件数は、法施行６年あまりが経過した平成13年６月末現在で25件である。

（４）PL訴訟が増えない理由

　製造者（企業）が訴訟を恐れて，ほとんどの場合，被害の賠償に応じること、訴訟コストがかかるため、被害者が訴訟以外の解決機関・制度ADR (Alternative Dispute Resolution) を選択することなどが考えられる。 

ページ11-12 サブタイトル：技術者の説明責任（２）
ノート：現在使用されている、あるいはこれから開発されようとしている科学技術（およびその産物としての製品）には、多かれ少なかれリスクが伴っている。したがって、このような科学技術に関して、我々はさまざまな社会的決定をおこなっていく必要がある。つまり、あるリスクを伴っている技術の使用を認めるのか認めないのか、認めるとすればどのような条件のもとで認めるのか、あるいは、どの程度までのリスクを許容可能とするのか、その一般的基準をどう設定すればよいのか、などといった事柄に関して決定しなくてはならない。

専門的技術者は、このような科学技術に関わる社会的決定の場において大きな役割を果たさなければならない。問題となっている科学技術に関して適切な社会的決定に至るためには、その技術に伴うリスクがどの程度のものであり、またどういう性質のものなのかを知る必要がある。しかし、これらのことについての詳しい知識と情報を持っているのは、事実上、専門的技術者以外にはいないからである。

最近、話題の事例で言えば、クローン技術や遺伝子組み換え技術（特にその食品生産への応用）などがあげられる。
ページ13-14 サブタイトル：遺伝子組み換え作物 
ノート：遺伝子暗号を解析して、どんな働きをしているかを調べることにより、特定の遺伝子の働きを押さえたり、あるいはこれを切り取って、別の生物の遺伝子配列の中にいれこみ、新しい性質をもった生物を作り出す事ができるようになった。このような技術の事を、遺伝子組み換えという。
遺伝子遺伝子組み換え食品と普通の食品とでは、いろいろな性質の違いがありますが、一番多いのは除草剤耐性であり（全体の71％）。次が殺虫性である（28％）。

除草剤耐性作物としては、たとえば、モンサント社が開発した遺伝子組み換え作物に、ラウンドアップ耐性という性質のあるものがある。これは、ラウンドアップという自社の農薬（除草剤）に抵抗力を持たせたもの。

殺虫性作物とは、作物自体に殺虫能力をもたせたもので、その作物を害虫がかじると、死んでしまう。

ページ15 サブタイトル：国内で流通している遺伝子組み換え作物
ノート：これまでに厚生省が安全性を確認し、国内で流通している遺伝子組み換え作物は、トウモロコシ、大豆、ジャガイモ、なたね、わたの五種である。
1990年代に、FDA（米国食品医薬品局）が打ち出したのが、「実質的同等性」の確認という、新しい安全性評価の考え方で、遺伝子組み換えの作物と普通の作物を、見た目、主要成分、性質などで比較し、ほぼ同等とみなせれば、あとは遺伝子操作によって新しく作られる物質の安全性が確認されることにより、安全性がもとの作物と同等とするものである。

日本の厚生省の安全性評価指針も、同じ内容であり、作物全体としての安全性が調べられていないということが、この考え方の問題点である。 長期間食べつづけて大丈夫なのかどうかという動物実験、アレルギーの臨床テストなどは、まったく行なわれていない。

ページ16-18 サブタイトル：遺伝子組み換え食品の表示
ノート：日本では厚生労働省の食品衛生法と農林水産省のJAS法によって、遺伝子組み換え食品の表示が義務付けられている。表示が対象となるのは、組み込まれたDNAやタンパク質が分解されずに最終製品に残っているもので、大豆、トウモロコシの加工食品24品目が対象となっている。

表示方法は遺伝子組み換え農作物を原材料として使っている場合は「遺伝子組み換え○○使用」、遺伝子組み換え農作物と非組み換え農作物を分けずに使用している場合は「遺伝子組み換え不分別」となる。ただし、表示されるのは遺伝子組み換え農作物が主な原材料として使われている場合で、原料中の重量割合が上位３位以内で、かつ全重量の5%以上含まれる場合である。

また、非遺伝子組み換え農作物を分別して使用した場合には、「遺伝子組み換え○○不使用」と表示することができる。この表示は義務ではなく、書いても書かなくてもよい「任意表示」である。
表示はIPハンドリングに基づいて行われているが、意図せざる混入として大豆・トウモロコシとも5%以下としている。IPハンドリングをした場合、証明書が必要となる。

さらに、2001年9月には、組成や栄養成分が従来の農作物と著しく異なる遺伝子組み換え農産物を使用している場合は「○○遺伝子組み換え」「○○遺伝子組み換えのものを混合」など、○○に性質を明記して表示することが決まっている。
ページ19 サブタイトル：「L-トリプトファン」事件
ノート：1988年から89年にかけておこった食品公害事件。必須アミノ酸である「L-トリプトファン」を、サプリメントとして昭和電工が組み換え体利用で製造した。 

ところが、これを食べた人で、米国を中心に1543名もの健康被害者を出し、死者は38人にものぼった。 これは白血球の一種の好酸球が異常に増加し、全身の筋肉痛に襲われるという、EMS（好酸球増加筋肉痛症候群）と呼ばれるものである。 

昭和電工のトリプトファン製造過程において用いられた組み換え微生物が、予期せぬ2種類のたんぱく質を作り、それが不純物として製品に混入した事が原因と見られている。 

このように、微生物が遺伝子組み換えによってどのような挙動を示すのか、100％わかっているわけではなく、思いがけない物質が出来てしまう可能性は、常にあるといってよい。
ページ20 サブタイトル：バイオテクノロジーが引き起こす倫理問題
ノート：新しい技術が応用化される場合、必要な条件は「安全性」「必要性」「有用性」が社会的に受容、確認されることである。

バイオテクノロジーは安全性が確認できないし、これによって影響を受ける一般の人々が必要性、有用性を認めていない。社会的受容なしで応用化が一方的に進められるのは、反民主主義、反倫理となる。 

健康、環境破壊に至った場合、これを修復、補償するという保証もできない。人々をモルモットにし、環境破壊という未来世代へつけを負わすことは倫理に反するということではないか。 

また、生物特許という概念がバイオテクノロジーによって生み出され、それがこの技術の特許を押さえた多国籍バイオ企業による種子支配、農業,食糧支配を進めていることも倫理問題といえよう。
ページ21-22 サブタイトル：ＢＳＥ（牛海綿状脳症、狂牛病）
ノート：ＢＳＥはプリオンと呼ぶたんぱく質が起こす病気で、感染した牛は足がふらつき立ち上がれないなど神経マヒの症状を示す。異常型のプリオンが体内に侵入し、正常型プリオンを次々に異常型に変えていき、脳がスポンジ状になってしまうのが原因である。牛にＢＳＥを引き起こす異常型プリオンと、ヒトで痴ほう症などを起こす新変異型クロイツフェルト・ヤコブ病の病原体が同じだったので、牛からヒトに感染する可能性もあるといわれている。

２００１年９月に日本では初めてＢＳＥに感染した牛が見つかり大騒ぎになった。感染源としては、母牛の乳代わりに与える「代用乳（粉ミルク）」と飼料の「肉骨粉」が有力視されているが、国内に入ってきた経路も含めて、不明なことが多いのが現状ある。

２００１年１０月に厚生労働省はすべての食用牛の感染検査を始めた。これで消費者が感染牛を食べる危険性はなくなったといわれているが、感染牛が出ると風評被害など酪農家にとっては大問題である。国内で確認された感染牛は２００３年末の時点で９頭であるが、感染から発症までに５年ほどかかるため今後も増える可能性が高い。
ページ23-24 サブタイトル：「消費者の安心」を最優先に
ノート：牛海綿状脳症（BSE）に感染していた牛が、 2003年12月に米国で初めて確認された。感染は一頭だけだが、衝撃は大きい。日本で消費されている牛肉の約四割は国産牛で、残る六割は輸入に頼っており、その半分近くを米国産が占めているからだ。

政府は、米国産牛肉と牛肉加工品の輸入を緊急停止した。既に国内に入っている分のうち、BSEに感染する危険性が高い脳や脊髄（せきずい）などは回収するよう輸入業者に指示した。牛を原料にしている医薬品、化粧品などの業界に対しても、原料の調達先を変えるよう促す方針。

これまで、BSE発生国は、米国を含め２４カ国に上る。日本でも２年前に感染牛が初めて見つかり、これまで９頭確認されている。当初は政府の対応のまずさもあって消費者が牛肉を敬遠し、国内の畜産農家や関連業界は大打撃を受けた。消費が回復してきたのは、国産牛はすべて検査した上で流通させ、生産地や流通経路が追跡できる制度（トレーサビリティー）も導入したなどで、安心して買えるようになったからである。

政府は、全頭検査していないBSE発生国からの牛肉輸入は例外なしに断ってきた。この対応も効果があったのではないか。発生国になった米国に対しても、全頭検査を行うことが輸入再開の条件という原則を適用すべきであろう。
ページ25 サブタイトル：「牛肉の安全　全頭検査しかない」　異常プリオン発見者
ノート：ＢＳＥ（牛海綿状脳症＝狂牛病）などの病原体「異常プリオン」を発見し、１９９７年にノーベル生理学・医学賞を受賞したスタンリー・プルシナー米カリフォルニア大教授＝写真＝が、米議会に対し、牛の全頭検査に消極的な米政府の政策を批判し、日本の安全策を強く支持する発言をしていたことが明らかになった。 

プルシナー教授は、先月末開かれた米下院の食品安全に関する会議に出席。「牛の異常プリオンは人間に感染しうる。欧州では、異常プリオンに汚染された牛肉や牛肉加工食品を食べた１５０人以上の若者らが死亡している」とＢＳＥの危険性を強調。「今後も食品へのプリオン汚染はなくならないだろう」との懸念を示した。 

そのうえで、「日本が行っているような牛の全頭検査のみが、牛肉の安全性を確保し、消費者の信頼を回復することになる」と発言、「米国がなぜ、全頭検査の採用に消極的なのか理解できない」と米国の食肉政策を非難した。さらに「地上で最も繁栄した国の人々は、汚染のない肉を食べる権利を持っているはずだ」と続け、政府に全頭検査の早期導入を求めた。（2004年2月13日付 　読売新聞より）

　　　　　　　　
ページ26 サブタイトル：市民と不安を共有しよう
ノート：「科学者が科学者たりうるのは、本来社会がその時代時代で科学という営みに託した期待に応えようとする努力によってであろう。高度に制度化された研究システムの下では見えにくくなっているが、社会と科学者の間には本来このような暗黙の契約関係が成り立っているとみるべきだ。としたら、科学者たちは、まず、市民と不安を共有することからはじめるべきだ。」（高木仁三郎）
この提案において、科学を技術に読み替えると、この提案は技術と技術者についてもあてはまり、技術者の倫理観を端的に表現していると言えよう。
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